
































































































































































































































































??????????????????? ? ? ? ?
68．34
（649ユ）

















無　機化学　計 37．12 34．42 32．03 28．8427．4626．3585フ，320
化学肥料小計 ll．8710．37 9．52 8．20 6．50 5．89⊥9！，558
窒　素　質肥料 6．OQ 5．19 4．59 2．96 3．05 2．63 85，558
燐酸質肥料および複
∑?ｿ 5．88 5．184．93 4．24 3．45 3．26lO6，001
アンモニア誘導晶 　腎P．20 1．13 工08 ユ．03 0．96 0．8828，497
・
カルシウムカーバイh 2．4フ 2．25 2．03 L47L21 0．8！ 26，431
ソーダ工業薬品 4．54 4．514．4工 4．14 4．044．工5 134，945
高　圧　　ガ　ス 5．58 5．104．30 3．033．21 3ユ8103，437
無機薬品・顔料・蝕} 7．16 7．307．32 7．86 7．9］一 7．94258，474
硫　　　　　　酸 2．50 2．12 L85 L65 工．53 1．37 44，644
石灰および軽質炭酸
Jルシウム G．84 G．8sG．87 G．88 LeGLeo52，Σコ2
火　　　薬　　　類 0．95 G．80 O．66 0．60 0．500．53 ユ7，ユ62
※石油系芳香族・コ
@ールタール製品 222 221 2．57 3．27 3．57 3．67l19，254
※環式中間物・合成
@染料 7．48 8．77 9．36 9．48 9．55 9．6313，451
※有　機　薬　品 ll．2310．85 ll．2812．41 13．06工3．79 448，761
番目ラスチック 20．8023．36 24．3625．56 25．98 24．988工2，739
※合　成　ゴ　ム 2．60 2．57 2．93・　3．46 3．82 4．0413工β24
▽
写真感光材料 2．66 2．46 2．66 2．78 3．09 3．46l12，689
油脂製品・界面活性ﾜ 8．61 8．087．52 7．04 6．73 6．97226，828
塗　　　　　　料 5．56 5．605．57 5．52 5．20 5．51⊥79，313
印　刷　イ　ン　キ L73 1．69 工．70 1．64 1．55 L圏U0 52，051
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ラな動きをみせる，
まい。
この時期の化学工業の構造を考察する際に忘れてはなる
〔硫安工業〕　硫安工業は空襲による被害を，昭和電工（川崎），東洋高圧
（大牟田），宇部興産（宇部），日本窒素（水俣），三菱化成（黒崎），旭化
成（延岡）など主力工場を申心に，14工場中13工場までがうけ，戦災による
生産設備能力の被害率は54．1％にものぼっている。過燐酸石灰（被害率ユ6．3
％で終戦時の実質的生産能力は戦前のピークの21％）や石灰窒素（同じく2．2
％と71％）が直接の被害をそれほどうけなかったのとは対照的である。さら
に，軍需品生産のためにメタノールに転換したり，戦争経済による無理が残
存設備の多くを役に立たない状態にしたり　にれがむしろ直接的な被害より
も大きいことがある），というような原因によって，終戦時の工場生産能力
は年産ユ8万トンで戦前ピーク（昭和ユ6年）のほぼユO％であり，昭和20年の生
産実績は24万トンで戦前ピーク（同じく16年）のほぼ20％，つまり昭和3～
5年の水準に低下したのであった。
　硫安工業はこのように戦災により，化学工業のなかのみならず主要産業全
体でみても，もっとも壊滅的な打撃をうけたのであった。しかレそれにもか
かわらず，戦後の緊急な課題としての食糧増産の原動力になるように，化学
肥料工業の再建が，とりわけ硫安工業の復興が重点施策として進められるこ
ととなった。
　すなわち，昭和21年3月から22年3月にかり’ての農林中央金庫からの化学
肥料工業に対する「つなぎ融資」は，その87％までが硫安製造にむけられ，
石灰窒素には12％，過燐酸石灰にはわずか1％にしかすぎなかった。また，
22年1月から24年3月までの復金融資においても，74％を硫安工業が占めて
いる。そのほか価格差補給金においてもみられるが，硫安工業に対する手厚
い資金援助は，ソーダ工業などよりもはるかにめぐまれており，資金・資材
その他過保護・過援助ともいわれるほどの政策的保護によって，生産復興は
一50一
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急速に進むこととなった。
　昭和22年5月にははやくも，生産指数で昭和10，11年目水準をこえており，
電力とならんで著しい復興ぶりであったが，昭和23年から急速な変化をみせ
たアメリカの対日政策のもとで，傾斜生産方式による生産拡大政策は，産業
合理化を前提とする集中生産方式へと転換していくことになった。これは同
一産業部門中でも能率の高い優秀企業に資金・資材を投入して生産を集中す
る方式で，明白な国家独占資本主義的産業政策といえよう。昭和24年4月の
化学肥料の生産者価格の補正とそれにもとつく価格調整金施策のなかで，東
洋合成が解散においこまれたのも独占的大企業本位の政策結果の具体的なあ
らわれであったと思われる。
　しかしともかく，「硫安工業の復興は24年に入って軌道に乗りはじめ（この
年に戦前の水準に到達している一筆者），25年4月1日現在の能力調査では，
アンモニア系肥料実生産能力は年産185万36百トンに達し，戦前水準への回復
を達成したのである。」（『日本硫安工業史』342ページ）。この時点で硫安工
業を中心とした窒素系肥料部門の戦後復興は基本的に完了したということに
なり，したがって25年8月1日には肥料配給公団が廃止され，統制は撤廃，補
給金は廃止となった。以後29年6月10日に肥料二法が施行されるまで，肥料
の需要および供給に関しては法令による政府の統制はおこなわれなかった。
　アンモニア系窒素肥料における硫安の比重は圧倒的であったが，昭和23年
から尿素が，25年には硝安・千代田化成が量産体制に入り，また26年には石
灰窒素の生産も国内消費を上まわるようになり，戦後22年からおこなわれて
きたアメリカ産硝安など窒素系肥料の輸入は25年目なくなり，むしろ国内需
要を完全にまかなった窒素系肥料工業は，以後輸出市場の開拓に本格的にと
りくみはじめる。
　しかしながら，尿素の国産化にみられる肥料形態の変更や，電解法からガ
ス法への水素ガス源の転換などの生産合理化の努力ははかられてきてはいた
が，過保護的施策のもとでまず量的に国内需要をみfcすことに第一目標のあ
一51一
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つた硫安工業は，生産コストは国際的に割高な状態にあり，輸出は昭和26年
以後徐々に増加しはじめていたものの，はやくも27年11月にはインド・韓国
向けなどの出血輸出問題に直面することになった。これに対する国内農業関
係者を中心とする批判は当然きびしく，各硫安企業はいっそうの合理化によ
り生産コストを引下げる努力をする一方で，肥料以外の化学工業部門を拡充
強化し，企業経営全体の多角化をはかることによって経営を安定させようと
するにいたった。
　こうしたなかで，昭和28年度を初年度とする第一次の硫安工業合理化5ケ
年計画が立案・実施され，積極的な外国技術の導入をはかりつつ，肥料形態
の転換とガス源の転換を本格的におしすすめて，国際競争にたえうるコスト
低下の実現が目標とされた。またそれとならんで国会では，「臨時肥料需給
安定法」と「硫蜜工業合理化および硫安輸出調整臨時措置法」のいわゆる肥
料二法の審議が進められ，29年6月に公布されることとなった。
　ところで窒素系化学肥料は，石灰窒業を別として，硫安・尿素・塩安・硝
安・硫燐酸アンモニアのいずれもがアンモニアを主原料の一つとしており，
そのほかソーダ工業におけるアンモニア法ソーダの比重もかなり大きかった
ξ）で，アンモニア工業の振興が，当時の日本の化学工業ではもっとも大き
な，もっとも基礎的な化学工業として，極めて重要な意義をもっていた。ア．
ンモニアの原料たる水素ガス源の転換は，そういう化学工業全体の近代化を
もたらすようなものとして精力的に取組まれたのであった。
〔カーバイド工業と過燐酸石灰〕　その原料石灰石の関係から工場がおおむ
ね山間地にあった日本のカーバイド工業は，空襲などの被害がもっとも少な
かった業種であった。カーバイド工場での空襲被害は26工場のうち2工場が
うけ，被害率は生産設備能力の1．6％で，石灰窒素工場では9工場のうち1
工場がうけ，被害率は2．2％にすぎなかった。しか、しカーバイド工業におい
ても，他の業種と同様に戦争経済の影響からはまぬがれず，昭和20年の生産
　　　　　　　　　　　　　　　一62一
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量においてはカーバイドは戦前のピークであった16年の40％に，石灰窒素は
戦前ピークの12年の24％に，酢酸は戦前ピークの13年の15％に低下している。
　このカーバイド工業は当時の主力製品が石灰窒素であった（昭和25年には
カーバイドの69％が肥料用であり，有機合成用は10％強）ことから，硫安工
業ほどではないにしても，政府の化学肥料緊急増産対策によって資金・資材
その他の優遇措置を受けた。そのため，戦前9工場にしかすぎなかった石灰
窒素工場は一時15工場にふえ，また戦後の資材その他の絶対的な不足のもと
で，有機合成用・一般市販用のカーバイド供給も極端に不足しゼ異常なカー
バイド・ブームが現出したので，比較的小資本で手がけられることもあり，
カーバイド製造業者は一時50社をこえるほどになった。
　そして早くも昭和23年においてカーバイドは，戦前のピークをこえる36．9
万トンの生産を示し，石灰窒素においても戦前のピークをこえる29万トンに
達した（この年カーバイドの55％が肥料用にむけられた）。こうして需給も
一応安定してきたので，昭和25年4月にカーバイドの統制が撤廃され，また
8月1日には肥料配給公団が廃止され，石灰窒素の生産面の統制もつづいて
撤廃されることとなった。
　そののち石灰窒素は農薬的効果も高い無酸根のアルカリ性窒素肥料として
その使用が指導奨励されたこともあって需要が増加し，生産もこれにともな
って毎年増大を示し昭和30年には52．6万トンに達することとなった。他方，
需給が一応安定した昭和25年前後から，塩化ビニル・酢酸ビニル・ポバール・オ
クタノールなどガ｛バイドを原料とする有機合成化学工業があいついで拾頭
してきた。昭和18年にはカーバイドの20％強を消費していたこのアセチレン
誘導品工業は，戦後の化学肥料重点復興政策のもとではたちおくれ，　23～25年
には10％程度を消費するにすぎなかったが，26年には主要誘導品の酢酸が戦
前のピークをこえる生産を示し，有機合成用のカーバイド消費量も18年の6．2
万トンをこえ7．5万トンに達したてアセチレンからのアセトン生産はようやく
32年になって戦前のltO　一・クをこえたにすぎなかったが）。さらに，塩化ビニル
　　　　　　　　　　　　　　　一53一
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・酢酸ビニルなど合成樹脂の急速な成長によって，ついに昭和32年には石灰
窒素用をこえて有機合成用がカーバイドの最大の消費部門となるのである。
　ところで，カーバイド生産は朝鮮戦争ブームで上昇し27年には60万トンに
も及んだが，そのブームも長く続かず戦後の反動不況のもとで価格は著しく
低落したので，経営難によ6て工場を閉鎖するものが続出し，26年に40工場
を数えたカーバイド製造業者は29年末には23工場にまで減少している。29年
の生産量も28年より3万トン低下して57万トンとなった。こうしたなかで，
日本のカーバイド工業にとって画期的な生産技術とされる大型の七三回転式
密閉炉が，27年日本カーバイド，29年電気化学工業といった大手メーカーに
よって建設されており，転換期にさしかかっていたカーバイド工業をささえ
ることとなった。
　戦前からこの当時にかけての燐酸質肥料として砿過燐酸石灰が圧倒的な比
重を占めていた。その過燐酸石灰の生産設備能力は，戦前においても生産量
でみた場合，硫安のそれよりも大きく石灰窒素の6倍以上にも達していた。
そして戦争経済のもとでは，戦災による被害よりもはるかに多くの被害を設
備の老朽化と企業整備によってうけたが，なお終戦直後の生産能力は硫安と
石灰窒素の合計よりも大きかったのである。
　しかしながら硫酸工場の被害に加えて，過燐酸石灰の主原料である燐鉱石
は全：量輸入のため，戦時体制下の輸入途絶は決定的な影響を及ぼし，昭和20
年目過燐酸石灰企業の全生産量は1万27百トンで，戦前のピークである昭和
15年の1％にも達しなかった。
　しかし戦後の化学肥料重点政策のもとで燐鉱石の輸入も急速に増加され，
復金融資を中心（昭和24年3，月では過燐酸石灰の設備資金調達の80％を占め
ている）とした設備復旧も進み，24年3，月末には終戦時の4．4倍になった。
そして25年の春肥の配給後，窒素肥料・カリ肥料と同様に燐酸質肥料も，配
給公団の在庫過剰があきらかになり，肥料配給割当制度は7月末をもって廃
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止された。
　過燐酸石灰を中心とした単肥に対し，昭和25年4月に製造が再開された千
代田化成や，硫田干・燐硝安などの化成肥料・配合肥料が増大してくるのが
戦後の燐酸質肥料の特徴であるが，その傾向は30年以降に明白にあらわれ
る。昭和20年代における燐酸質肥料工場は，大規模で高度に機械化されたア
ンモニア系窒素肥料工場に比べると，製造方式の機械化もおくれ小規模な工
場がかなり多いとされている。かくして複合（化成・配合）肥料への進出と
ともに，ムロ式から連続式への転換や粉砕・造粒工程の近代化などの生産設
備の合理化が緊急の課題であった。
　〔ソーダ工業およびその他の無機化学工業〕　タール工業についで軍需産
業的な色あいの強まっていたソーダ工業の戦争被害は大きかった。　「戦争被
害調査」によれば，か性ソ・一一ダ工場の空襲被害は42工場中の5工場で被害率は
35．7％，ソーダ灰工場は7工場中の3工場で17．8％とされているが，『続日本
ソ・一一ダ工業史』などにもみられるように実際に被害を受けた工場はもっと多
く，か性ソーダの被害率は40％をこえていると思われている。とくに昭和17年
までその生産の過半を占めていたアンモニア法ソーダの被害が大きかった。
　そして，昭和20年のか性ソーダの生産量は戦前ピークの13年の12．7％にす
ぎず，ソー一U“灰では戦前ピークの14年の19．4％に落ち込んだ。また合成塩酸
の生産量は戦前ピークの14年の12．2％であるし，液体塩素は戦前ピークの16
年のユ7．4％，普通さらし粉は戦前ピ＝クの12年頃11．7％にすぎなかった。戦
災による直接被害と戦争経済による無理な生産体制の影響は勿論であるが，
とりわけソーダ工業にとっては原料塩の輸入途絶が決定的なものであった。
　戦後復興に際してもソーダ工業は，復金融資では乙にランクされて化学肥
料の甲の一とは大きくハンディキャップをつけられていた。そしてそれに加
えて賠償工場に指定されるという不安もあった。しかし，価格差補給金によっ
て援けられながら，幅広い需要によってその復興に拍車がかけられ，か性ソ
ーダ・ソーダ灰とも昭和23年には傾斜生産の計画数量を突破した。とくに朝
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鮮戦争ブームのなかで，ソーダ工業と関連の深い化学繊維（レーヨン糸および
スフ）・ガラス・紙パルプ工業などの活況はソーダ工業に好況をもたらした。
　また，D．　D．　T．・B．　H．　C．・塩化ビニル・塩化ビニリデンなどの塩素利
用の新分野が戦後拾頭し，これが電解法によるソーダ工場の新増設を促し
た。かくして電解法か性ソーダの生産量は，戦後復興過程ではアンモニア法
か性ソーダに先行し，昭和24年にはか性ソーダの60％の8万7千トンを生産
し，27年には14年の水準にまで復興した。
　その後，化学繊維向けの需要が伸びなやんだか性ソーダの増加率の低下に
対し，有機合成化学用など塩素需要が急増していくなかで，アンモニア法に
対して電解法の優位がますますあきらかになっていくのであるが，ソーダ工
業全体の生産額は27年から30年にかけてはまったくの停滞を示している。ソ
ーダ灰は昭和26年にほぼ戦前のピークにまで復興した。
　「戦争被害調査」によれば，硫酸工場は104工場のうち23工場が空襲被害
をうけ，被害率は14．4％となっておりそれほど旧き’ｭはない。しかし硫酸の
主要な需要は，硫安用（38．9％）・燐酸質肥料用（26．5％）・化学繊維用
（14．3％）などであるが（かっこ内は昭和ユ3年の硫酸需要で，残りの20．3％
がその他用である），それらの業種が原料の入手難・市場喪失・戦災・企業
整備などによって減産をよぎなくされるなかで，硫酸の生産量も．また昭和15
年をピークに減少傾向をたどり，20年にはその18．6％にまで低下した。そし
てその過程では，硝旧式にかわって接触式硫酸の生産比率が過半を占めるよ
うになっていった。
　賠償指定工場とされたり，原料硫化鉱の：不足，それに硝酸式・接触式とも
に生産設備の補修が充分されえないことなど復興を阻害するような諸条件は
あったが，最大の需要先である硫安をはじめとする化学肥料や化学繊維の生
産増強に伴なって生産は着実に上昇し，昭和24年には一応戦時中の17，18年の
水準にまで到達し，31年には戦前ピークの364万55百トンをこえた。そして
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生産額でみると27年以降は，一進一退をくり返しながらゆるやかな上昇傾向
を保っている。こうしたなかで20年代の前半に接触式硫酸工場の復旧のテン
ポがややおくれぎみであったことが注目される。
　無機薬品および顔料は製品の種類が多いが，最終製品として消費されるも
のは少なく，殆んどの製品は化学繊維を中心に繊維産業や，ゴム・塗料など
の化学工業内部の他業種，その他多数の産業分野で補助的資材として使用さ
れている。したがってその生産の推移も，こうした需要産業の動向に左右さ
れ製品によってまちまちであるが，昭和15～17年をピークとして以後急激に
減少したものが多い。例えば，酸化チタンの昭和20年の生産量は15年の12．6
％に，芒硝は12年の9．5％に，硫酸は18年の30．7％に，硫酸アルミニウムは
17年の4．1％に，重炭酸ソーダは15年の16．7％に落ち込んでいる。
　無機薬品工業では中小企業体が多く，戦後復興過程でも合理化による品質
の向上，価格の引下げなど立遅れているが，27，28年ごろには燃料の重油転
換などによる合理化を進めている。生産額でみると昭和25～28年は比較的順
調な増大を示している。
　〔油脂工業〕　　「戦争被害調査」によれば，石けんは46工場のうち14工場
が被害をうけ被害率は38．2％であり，脂肪酸は26工場のうち7工場が被害を
うけ被害率は22．5％とかなり大きく，とくに空襲被害をうけた工場は大日本
油脂を除き，工場が全滅する被害をうけたことが目立っている。そして昭和
20年の生産量はそれぞれ戦前のピークに対して，石けん3％・硬化油1．3％
・脂肪酸7．6％・グリセリン9．7％という極端な数字をみせている。
　こうした生産の落ち込みの原因としては，原料の不足が大きく，爆薬原料
として軍需に重要なグリセリンもそれからまぬがれえなかった。
　硬化油原料としての魚油は戦前の状態のみるかげもない衰退を示し，昭和
24年になってようやく1万トン台に回復したが，その後魚獲の不足などから
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生産はふるわず，戦後の油脂加工業の主原料は輸入牛脂が圧倒的である。硬
化油の昭和25年の生産は昭和5年の水準にまで達し，ようやく37年になって
戦前のピークである13年の水準に回復’した。その後の増加は著しいが，その
主要用途はマーガリン類となっている。
　グリセリンは昭和22年にはさ，らに落ち込み，朝鮮戦争によるダイナマイト
用グリセリンの需要の急増があったが，エチレングリコールと競合すること
になり，かつその後の国内需要がふるわずようやく35年にほぼ戦前のピー
クであるユ4年目生産量の水準に達した。そして35年置ろから主要な需要分野
が，タバコ・火薬・セロハン・歯磨・医薬品・クレヨン・えのぐ・印刷イン
キ・染料・アルキッド樹脂塗料用など多様な業種にひろがり，需要も増大し
てむしろ30年代後半からは輸入に依存する度合が大きい製品である。
　脂肪酸もやはり昭和22年目戦後の最低を記録することになったが，25年に
は昭和12年の水準にまで回復，26年ごろから急速に復興をはじめた。28，29
年以降石けん以外の分野で塩化ビニル樹脂安定剤用・ゴム工業用・可塑剤用
・塗料用などにその需要が拡大するなかで，34年には戦前のピークをこえる
生産量を示した。37年以後は石けん原料用の需要比率は50％以下に減少して
いるが，油脂工業のなかでは今日，合成洗剤・石けん類・硬化油につぐ生産
をみせている。
　昭和21年には戦前ピークの14年の6．4％であった石けんの生産量は，22年
置は手持ち原料もはたいてしまいわずか7，981トンと，昭和20年の水準より
も少なぐ明治30年代後期の水準にまで落ち込んでしまった。昭和21年から24
年にかけては，絶対的に不足していた油脂原料の確保・割当などが重要な問
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　カ題であったが，ようやく25年になると原料関係の見通しもつき，石けんの生
産量は9万6，380トンで昭和5年の水準にまで回復した。他の油脂製品をみ
ても大体この25年で復興のメドはついたようであったが，石けんは翌26年間
14万7，826トンと急速な生産増大をみせ，30年になると戦前のピークをもし
のいだのである。
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　昭和26年以降になると，戦時中からひっくるめて家庭用石けんとされてい
た洗濯用石けんと浴用（化粧用）石けんとの統計上の区別もなされるように
なったが，日本油脂その他の大手の洗濯石けん製造業者はオートメーション
化による量産体制を整備しはじめるとともに，化粧用石けんの分野では新意
匠の石けんが次々に登場して激しい販売競争が展開されていく。そして固形
洗濯石けんは29年には15万トンに達し，戦前ピークの14年をしのいだ。
　昭和34年の石けん類の生産量は，固形洗濯石けんが20万2，29アトン，化粧
用石けん6万5，01アトン，粉末石けん9万9，365トンで，その他とも合計38万
205トンにも達した。しかしこの年をピークに固形洗濯石けんと粉末石けん
の下降がはじまり，石けん類の総生産量も低下していった。その最大の原因
は合成洗剤の普及であるが，それは昭和25年にようやく鉱油系合成洗剤の生
産がスタートし，その後順調にのび，34年には鉱油系と高級アルコール系を
合計すると4万3千トンに達したのであった。
　〔夕一ルエ業およびその他の有機化学工業〕　昭和20年代の有機化学工業
は，そのなかでは最大の比率を占めていた油脂工業（塗料工業・印刷インキ
工業は当時多量の油脂原料を消費している）と，カーバイドアセチレン誘導
品工業，タール工業とから成り立っているといえよう。昭和25年にカーバイ
ド生産量の10．5％（50，818トン）を，そして28年には18．6％（112，894トン）
を消費して急速に有機合成化学工業に進出しつつあったカーバイドアセチレ
ン誘導品工業は，アセトアルデヒドを中間製品としてオクタノール・ブタノ
ール・酢酸などの有機薬品や酢酸繊維素・酢酸ビニル・ポバール・塩化ビニ
ルなどの合成樹脂を生産していた。しかしそれが飛躍的に増産されるのは30
年代の初頭であり，カーバイド工業はこの時期はなお石灰窒素を中心とした
化学肥料工業として考察されてよかろう。これに対してタール工業は，図2
にみられるように石炭乾溜によって得られたコールタールを原料にタール製
品を，そして医薬・農薬・合成染料・染料医薬中間物を，さらに合成樹脂を
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産出し，また火薬工業・塗料工業・合成繊維工業など広汎な有機化学工業の
諸分野と結合している。つまり当時の有機化学工業の動向は，タール工業を
抜きにしてはとうてい考えられない状態にあったといえよう。
　タール工業の戦争被害率は不明確であるが，かなり大きな被害をうけたこ
とはあきらかで，昭和20年のコールタール蒸溜量は戦前ピークの17年の25％
に下がっている。しかし終戦直後のタール工業にとっては，こうした設備の
損害以上に決定的であったのは，火薬を主とした軍需市場を失ったことであ
る。直接軍需だけをみても，純ベンゾールの77％・純トルオールの90％・ソ
ルベントベンゾールの62％・タール酸類の59％・精製ナフタリンの59％と，
戦争経済下のタール工業の最大の需要分野であった。かくしてタール工業の
生産体制は終戦とともに崩壊し，昭和21年の生産は大正11年の水準にまで低
落した。タール工業はその復興にあたっては，今までの軍需一辺倒とは異な
る新しい出発をしなければならなかった。
　そうしたタール工業にとって幸いなことは，それが本来鉄鋼業・都市ガス
業における石炭・コークス利用の際の副産物工業としての性格が強く，しか
も戦後復興にあたっては石炭・鉄鋼は傾斜生産方式の中心業種であったこと
である。かくしてタール工業の生産は，昭和22年に再び上昇に転じ，23年に
は昭和8年の水準にまで回復した。
　また染料工業や占領軍塗料溶剤に必要なベンゾールの確保の問題にみられ
るタうに，タール工業に対する需要は強く，中小のタール業者も籏生し，回
復のテンポは比較的順調であった。さらに朝鮮戦争ブームの影響による発展
とその反動，28年の上昇と29年目停滞という変動のなかで，29年置は23年の
生産量の3倍に達し，30年にはさらに上昇している。こうした生産復興のな
かで，昭和24年10月にはすべての価格統制が，・26年6月にはすべての配給統
制がはずされ，タール工業の自由競争が再現された。
　まず既存設備の修復にようて生産拡大をおこなったタール蒸溜業者はさら
に，常圧一段蒸溜法のパイプスチルから常圧減圧二段蒸溜法のパイプスチル
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へと，最新式の連続蒸溜体制を整備していった。しかし，タール工業が戦前
ピーークのユ8年の水準をこえるのはやっと3ユ年になってからであり，副産物工
業としてリタール工業の性格はむしろ本格的な復興発展策をとるのをさまた
げていた。
　諸外国において石油化学工業が急速に成長し，日本においても合成繊維な
どの有機合成化学工業の発展のために石油化学工業の育成が考えられるなか
で，ようやく従来から有機化学工業を担ってきたタール工業とカーバイドア
セチレン誘導品工業に対する本格的な近代化育成否がまとめられ，昭和31年
3月に「カーバイド工業およびタール工業育成対策」として決定された。
　タール誘導品工業としての染料工業は，戦争体制が強まるなかで繊維産業
と同様に企業整備や転換が実施され，また戦災によって設備は壊滅的打撃を
うけた。昭和20年の生産量はわずか6．52トンで戦前ピークの14年の2．3％に
すぎない。
　大戦中の残存物資と僅かに生産されていたタール製品・アルカリ・酸類の
配給をうけて細々と生産を続けていた染料工業に対して，昭和23年6月の
「染料工業再建対策」により設備資金15億円が融資されることとなり，輸出
産業の大宗たる繊維産業とともにその復旧が急がれた。これを契機に，戦時中
の企業整備により転廃業した業者も加えて生産復興のテンポがあがり，24年
春なると国産できる染料については国内需要が充足できるまでになった。そ
して朝鮮戦争ブームは染料工業に対しても，生産量が一挙に50％も増加して
26年には1万．4千トンになり昭和7年あ水準にまで回復する、という好況をも
たらした。しかし，ブームの反動は意外と早く訪れ，セルU一ズ繊維用の硫
化染料・直接染料を中心とした染料業界を激しい競争状態におとしいれた。
そしてさらに合成繊維エ業の発展は，染料工業に対してもそれに対応する生
産品種・生産体制の再編成をせまることになるのであった。
第二次大戦前迄の染料医薬中間物は殆んど染料に直結していたが，．戦後は
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フタール酸（塩化ビニル樹脂の可塑剤・合成樹脂塗料用），石炭酸（ナイロ
ン・合成樹脂用）や農薬用中間物などのように染料と無関係に量産化される
品目もふえてきた。これらは合成樹脂・合成繊維などの有機合成化学工業の
急速な発展にともなう変化である。
　昭和15年まで中心的位置を占め輸出雑貨品の大宗であったセルロイドにか
わり，戦時体制下では石炭酸樹脂が中心となり，この両者を合計した生産比
率は15年で95％，ユ9年では70％と圧倒的に大きかった。その合成樹脂の21年
の生産量総計は6，023トンと19年の30％に低下している。
　戦後復興過程ではまずセルmイドが先行し，昭和25年の生産量の27．2％を
占めている。しかしこのころから，まず尿素樹脂・酢酸ビニルが，ついで塩
化ビニルなどが急速な成長をみみせはじめ，さらにポリビニルアルコール・
カプロラクタム・フタール酸樹脂・酢酸繊維素なども拾頭しはじめ，20年代
後半の合成樹脂業界は多様な展開をみせはじめた。
　昭和28年の合成樹脂生産量は74，426トンとなり，19年の3．8倍，25年の3．4
倍に成長したが，その品種別構成は次のようになっている。まず尿素樹脂が
18，951トン（25．5％），ついで塩化ビニル樹脂が13，85アトン（18．6％），酢
酸ビニルモノマーがll，702トン（15．7％），そして石炭酸樹脂は9，789トン
（13．2％），セルロイドは7，470トン（10．0％）で，ポリビニルアルコール
が4，645トン（6．2％），カプロラクタムが2，563トン（3．4％），フタール酸
樹脂が2，236トン（3．0％），酢酸繊維素が1，821トン（2。4％），メラミン樹
脂が792トン（1．1％），メタアクリル樹脂が600トン（0．8％）であった。そ
して30年代前半にかけては，尿素樹脂と塩化ビニル樹脂の，とりわけ塩化ビ
ニル樹脂のテンポの早い成長がみられるのであった。
　こうした合成樹脂の生産増加は当然のこととして可塑剤の復興発展をとも
ない，昭和28年におけるその生産量は7，986トンに達し，D．0．　P．・D．　B．　P．
などが中心であった。
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　〔「会社年鑑』による化学企業の分析〕　昭和20年代後半の日本化学工業
の状態をいままで各部門業種毎にみてきたが，ここではそれを化学企業の動
向から検討しておこう。　「会社年鑑』1953，には，昭和27年上半期時点での
1，005社にのぼる日本の主要企業が収録されているが，化学工業関係の企業
としては，一般化学工業60社，油脂・塗料・染料19社，医薬品！6社がみられ
る。医薬品部門は本稿で考察してきたような化学工業とはかなり異質な構造
をもっているので，ここでは医薬品16社にはふれないで，一般化学工業およ
び油脂・塗料・染料の79社について検討する。
　この79社のなかには，資本金2千万円，資産1億96百万円の川上塗料から
資本金11億円，資産138億65百万円の昭和電工にいたるまで規模の大小はい
ろいろあるが，昭和20年代後半の日本化学工業における主要な企業はすべて
網羅されていると考えられる。
　まず，この79社の第1位を占める営業品目をみておこう。硫安・石灰窒素
・過燐酸石灰などの化学肥料製品が第1位を占めている企業は，21社あり％
強の比率である。ソーダ工業製品では5社，石灰窒素以外の無機化学カーバ
イド製品では3社ある。これに合金鉄・硫黄・燐酸・電気亜鉛などその他の
無機化学工業製品が第1位の営業品目になっている企業をあわせると40社を
こえる。つぎに油脂製品が第1位を占める企業は10社あり，塗料では7社，
合成樹脂が4社などとなっており，無機化学工業と油脂製品の比重の高かっ
た当時の化学工業の状態をそのまま反映している。
　つぎにこれらの化学企業を，資本金・資産・有形固定資産・売上高・従業
者数を指標にして分析してみよう。その際，企業の現実の資本力をより忠実
にあらわしているものとして資産を考え，それを基軸にすえてみていくのが
適当だと考える。
　まず79社をもとの一般化学工業60社と油脂・塗料・染料19社とにわけ，両
者の特徴を一社当りの平均数字である表5でみていこう。
　一般化学工業（以下④群であらわす）の資産は28．18億円で，油脂・塗料・染
　　　　　　　　　　　　　　　一63一
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表5　昭和27年上期化学企業の一一一一社当り平均資産・資本金・有形固定資産・売上高・
　　従業者数
障学工吟興繍1④副対陣比率博学『⑧灘
資　　　　産
資　　本　　金
有形固定資産
売　　上　　高
従業者数
従業者の男女比
⑩28ユ8億円
⑭　343億円
⑫ll．02億円
⑲　16．73億円
⑩　2，402人
＠　89：l！
⑲17．23億円
⑲　1．94億円
⑮　3．⊥7億円
⑱10．09億円
⑲　1，025人
＠　83：±7
1．64
1．77
3．48
工．66
2．34
　資産／資本金
難／塵形固定資
　資産／売上高
資産ノ従業者数
雑塁／篠醐
8．23
2．69
1．70
117
46．9
8，86
6．01
1．79
168
30．9
※r会社年鑑』！953（日本経済新聞社刊）より計算作成
⑩，⑮などは該当企業数
料（以下⑤群であらわす）の資産の1．64倍あり，④群の平均規模のほうがす
こし大きいことを示している。．資本金では，④群は3．43億円で⑧群のユ．フ7倍
あり，やはり④群のほうが大き．いが，両者とも資産は資本金の8倍強であっ
てその比率にそれほどのちが．いはみられない。しかし有形固定資産になると
④群はZ1．02億円で⑧群の3．48倍とかなり大きな差を示し，資産のなかで有
形固定資産が占める比率も④群が37．2％なのに対し③は20．0％であって，④
群の化学企業が大きな固定設備を装備していることを示している。売上高で
は，④群はユ6．73億円で⑧群のL66倍を示し，資産や資本金と大体おなじよ
うな隔差をみせている。したがって資産対売上高の比率は両者とも大体おな
じである。④群の一社当り従業者数は2，402入で，②群のユ・025人の2・．34倍あ
る。これは資産などの岬町よりも大きく，そのことから従業者1人当りの資
産は④群のほうが③群よりも小さい一・つまり労働集約的な傾向をみせてい
る。しかしこの従業者数を有形固定資産と比較すると，④群の従業者1入当
りの有形固定資産は⑥群のそれの1．49倍もあることがわかり，④群の資本装
備率の高さを示している。
　これらのことからいえることは，④群ではより大きな固定設備をもってい
一64一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　日本化学工業の戦後展開（皿）　311
るが，それがあまり効率的に運用されているとはいえず，むしろいくぶん労
働集約的な傾向をみせ，資産そして売上高を伸ばす方向に直結されていない
ということである。逆にいえば，⑧群にはファインケミカルといわれる業種
の企業が多いのであるが，この時点ではより効率的に経営がされているよう
に思われる。従業者の男女比率では，④群は89：11で男子従業者が女子従業
者の8．13倍おり，⑤群では83：17で男子が女子の4．88倍いる。医薬品ほどで
はないにしても，概して油脂・塗料・染料のほうが一般化学工業よりも女子
従業者を多く使用することを示している。けれどもそれはあまり大きな比率
ではなく，紡織工業とは対照的に化学工業が男子労働力に依存する産業であ
ることは明白である。
表6　昭和27年上期化学企業の規模別分布
資　本　金
?
産
有形固定資産
売　上　高
従業者数
工10億円以上
7
50億円以上
起工訟上9
25億円以上
7
50億円以上
6
・碧鋸円髄
l1
50億円未満～
25億円以上
ユ．4
25億円未満～
！2，5億円以上
9
50億円未満～
25億円以上
6
　　　　　　5000人未満～5000人以上　　　　　　2500以上’
9 IO
皿潮雲璽～
43
25億円未満～
5億円以上
41
12．5億円未満
～2．5億円以上
27
IVl億円未満
18
5億円未満
15
2．6億円未満
24
1灘歴～・融融
45 2工
2500人未満～
500人以上
39
500人未満
21
合　計
79社
合　計
79社
合　計
67社
合　計
77虫
合　計
79社
※r会社年鑑』1953より計算作成
　この当時の化学企業の規模別分布をみると表6月置うになっている。有形
固定資産においてはランクIVへの傾きがかなりあるが，一般的にみて化学企
業の多数がランク皿一一資本金では1億円以上5億円未満，資産では5億円
以上25億円未満，有形固定資産では2．5億円以上12．5億円未満，売上高では5
一　65　・一
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億円以上25億円未満，従業者数では500人以上2，500人未満一にあることが
わかる。資本金・資産・有形固定資産・売上高・従業者数のそれぞれランク
エにある企業数は，6～9社で大体1割程度である。そこで資産のランクエ
にある9社を取り出してみると表7のようになる。
表ワ　昭和2フ年上期の大手9社の状態
会社名資産零本金腱羅降副従業醐堤華劉懇暑
???????????????? ??? ?
9　社　合　計
79社のうちの比率
9社の平均値
79社の平均値
　　億円
＠138．65
②ユ30．67
＠122．32
＠106．！9
＠IOS．06
＠　83．03
⑦82．フ8
＠　68．60
＠　64．47
　90ユ、フ7
（　O／e）　44　．　69
　100．20
　26．54
　　億円
＠　ll．O
④ユ0．O
＠　18．0
＠　6．0
＠　IO，O
（8）　g．o
＠　IO．O
＠　10．0
＠　8．0
91．0
37，53
10．11
3，07
　　億円
＠　68．19
＠　40，80
＠　55．77
＠　43．10
（D　26，01
（S）　36，83
＠　ll，79
（7社）
　272．49
（67社）
　43，91
（7社）
　38，93
（67社）
　9，26
　　億円
＠　56．33
＠　83．oo
＠103．66
④56．フ0
＠　64．91
＠　53．os
＠　38．69
＠　42．42
＠　34．B5
　533．34
（77社）
　45．63
　59．26
（77社）
　15．18
　　人③工0，436
②ユ1，049
＠20，092
＠　6，574
＠　6，265
（S）　6，713
＠　3，334
＠　3，129
④フ，205
73，79フ
4S．l1
8，200
2，071
　　人
9，フ12
ユO，023
18，218
5，l16
5，612
6，20フ
2，571
2，908
6，662
67，029
47．04
7，448
1，804
　人
　フ24
ユ，026
1，874
　468
　653
　506
　763
　221
　643
6，768
36．91
　752
　239
　　※r会社年鑑』ユ953より計算作成
　　③，⑨などは化学企業79社のなかでの順位
　昭和電工・住友化学・宇部興産・三菱化成・日産化学・東洋高圧・日本油
脂・日東化学・三井化学の9社は，資産のランク1のみならず売上高におい
てもユ位から9位までを占めてランクエを独占し，資本金・有形固定資産・
従業者数においてもランクエのほとんどを占めている。この9社以外でラン
ク1にあるのは，資本金では11億円の石原産業が2位に，有形固定資産では
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28．05億円の新日本窒素が6位に，従業者数では5，723人目電気化学が7位
に，5，329人の日本曹達が9位にあるが，資産額で9位の三井化学と10位の
新日本窒素では15億円余りの差があって規模がややはななれているし，こあ
9社が当時の日本化学工業を代表する企業であると考えておいてよかろう。
　この9社が79社全体に対して占めている比率は，資産の44．69％，資本金
の37．53％，有形固定資産（7社／67社）の43．91％，売上高（g社／77社）の
45．63％，従業者数の45．ユ1％であり，9社の化学工業における生産と資本の集
中度はかなり高いといえよう。この9社の平均値を，79社から9社をのぞいた
70社の平均値と比較してみると，資産は6．3倍（70社の平均値は15．95億円で
ある。以下かっこ内は70社の平均値を示す），資本金は4．7倍（2．16億円），
有形固定資産は6．7倍（5．80億円），売上高は6．3倍（9．35億円），従業者数
は6．4倍（1，283人）と，それぞれ6倍以上となっていて，著しい規模の隔差
があることがわかる。くりかえしになるが，この『会社年鑑』に掲載されて
いる79社は，この時期の日本の主要な化学企業であり，このほかに彪平な数
の中小零細規模の化学企業が存在している。つまり，この9社は日本化学企
業群のピラミッドの頂点にある一握りの巨大企業なのである。
　さいごにこの9社の主要営業品目をみておこう。昭和電工一一一石灰窒素・
アルミニウム・硫安，住友化学一部門・染料・アルミニウム，宇部興産
一一ﾎ炭・セメント・硫安，三菱化成　　コークス部門製品（コークス・硫
安・アンモニア製品）・無機部門製品，日産化学一一過燐酸石灰・硫安・工
業薬品，東洋高圧一一硫安・尿素，日本油脂一一石けん・硬化油・一般塗
料，日東化学一硫安・過燐酸石灰・巴化成，三井化学一染料・タール中
間物・コークス。一見してわかるように，化学肥料製品が最も多く，コーク
ス・タール製品と油脂製品がつづいている。
　つまりこの頂点にたつ9社の主要営業品目からみても，昭和20年代後半の
日本化学工業は，化学肥料工業を中心に無機化学工業系が優勢な展開を示し，
有機化学工業系では油脂製品工業とコークス・タール工業とがめだっていた
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が，有機化学工業系が無機化学工業系を凌ぐような動向はまだ明確にはあら
われていないということができよう。
〔補　記〕
　企業の積極的な資本力を表わしているとみられる資塵は，流動資産・有形固定資産’・無
形固定資産・投資・繰延勘定とからなる。そして有形固定資産は，土地・建物・構築物・
機械装置・車輔運搬具・船舶・工具・備品・建設仮勘定を含んでいるが，設備資産ともい
われるように企業の固定資本設備の状態を示している。資産に対応するのが負債＋資本金
＋剰余金ということになる。負債は将来資産をもって返済すべきものといえるが，資本金
＋劇余金が自己資本に属する。このような資本金・資産・有形固定資産に，そこで働らく
労働者の数と，半年間に製造された商品の売上高とをあわせて考えれば，企業の大よその
状態は把握できると思われる。
　ところで第4章では，特別な場合をのぞき文章中での引用に対する脚註はつけていな
い。（1）および②におけるおもな参考文献は次のものであり，文中における数量などはほと
んどこれによっている。
（1）通産省調査統計部編，　r化学工業統計年報』1953～1971。
（2）通産省編，　r商工政策史』第2！巻化学工業（下）。通産省調査統計部編，　r1953化学
　　工業統計年報一昭和29年版』。日本硫安工業協会編，　r日本硫安工業史』。カーバイ
　　ド工業会発行，rカーバイド工業の歩み』。丁日産化学工業株式会社80年史』。H本
　　化成肥料協会編，　r燐酸肥料工業の歩み』。日本ソーダ工業会編，　r続日本ソーダ工
　　業史』。日本油脂工業会発行，　r油脂工業史』。日本タール協会発行，　r日本タール
　　工業史』。日本経済新聞社［ij，　『会社年鑑』，1953。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（未完）
一　68　一一
